
 

  

川崎市重度障害者入浴援護実施要綱 

 
(目的) 

第１条 この要綱は、地域生活支援事業実施要綱(平成 18 年８月１日付障発第 0801002 号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知)に規定する訪問入浴サービス事業の実

施について必要な事項を定め、地域における身体障害者等の生活を支援するため、訪問

により居宅において入浴サービスを提供し、身体障害者等の身体の清潔の保持、心身機

能の維持等を図り、もって福祉の増進を図ることを目的とする。 

(入浴援護サービス) 

第２条 入浴援護サービスの内容は、次のとおりとする。 

(１) 入浴、清拭及び洗髪等のサービス 

(２) 体温、脈拍及び血圧等の測定による健康管理 

(３) 前２号に掲げるもののほか、必要な健康管理に関する相談及びその他必要な処置 

(利用対象者) 

第３条 入浴援護サービスを受けることができる者は、次の各号のすべてに該当する在宅

の重度の障害者及び障害児であって、かつこの事業の利用を図らなければ入浴が困難な

者とする。(以下「利用対象者」という。)ただし、市長が必要と認めたものはこの限り

ではない。 

(１) 本市に居住している者 

(２) 12 歳以上 65 歳未満の者(12 歳未満の者にあっては、体格等の身体的条件又は、介

助者の状況から同様に入浴の必要性が認められる場合を含む。) 

(３) 身体障害者福祉法(昭和 24 年法律第 283 号)第 15 条第４項の規定により身体障害者

手帳の交付を受け、その障害の程度が身体障害者福祉法施行規則(昭和 25 年厚生省令

第15号)別表第５の１級又は２級に該当する者、又は児童福祉法(昭和22年法律第164

号)第 12 条に規定する児童相談所若しくは知的障害者福祉法(昭和 35 年法律第 37 号)

第 12 条に規定する知的障害者更生相談所において、最重度又は重度の判定を受けた

者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は利用対象者から除くも 

のとする。 

(１) 入浴に適しない健康状態にある者 

(２) 対象者又はその家族が、感染症の疾患を有するとき 

(３) 介護保険による訪問入浴サービスの対象となる者又は他の制度による入浴サービス

を受けることができる者 

(サービスの利用に係る決定等) 

第４条 入浴援護サービスを受けようとする利用対象者(利用対象者が障害児の場合を除



く)又は保護者(利用対象者が障害児の場合に限る)は、重度障害者入浴援護費支給決定

申請書(第１号様式)及び別に定める書類を、居住地を管轄する区長に申請をし、そのサ

ービスを利用するために必要な費用を支給する旨の決定(以下「支給決定」という。)を

受けなければならない。 

２ 区長は、前項の申請に係る利用対象者の健康状態、その介護を行う者の状況及び置か

れている環境等を勘案して入浴援護費の支給の要否の決定を行うものとする。 

３ 区長は、支給決定を行ったときは、当該支給決定障害者等に対し、重度障害者入浴援

護費支給決定書(第２号様式)および重度障害者入浴援護費受給者証(第３号様式)(以下

「受給者証」という。)を交付しなければならない。 

４ 入浴援護サービスを受けようとする支給の決定を受けた利用対象者(利用対象者が障

害児の場合を除く)又は保護者(利用対象者が障害児の場合に限る)(以下「支給決定障害

者等」という。)は、第 13 条第１項により市長が登録する入浴援護サービスを行う事業

者(以下「登録事業者」という。)に受給者証を提示して当該入浴援護サービスを受ける

ものとする。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、この

限りでない。 

(期間更新) 

第５条 支給決定障害者等が第９条に掲げる期間の更新を希望するときは、毎年定められ

た時期に重度障害者入浴援護費支給期間更新申請書(様式第１号の２)及び別に定める書

類を、区長に申請をしなければならない。 

２ 区長は、前項の支給決定を行ったときは、受給者証の返還を求めるとともに、重度障

害者入浴援護費変更決定通知書(第４号様式)及び新しい受給者証を当該支給決定障害者

等へ交付するものとする。 

３ 上記の支給の要否の決定については、第４条２項を準用する。 

(重度障害者入浴援護費) 

第６条 市長は、支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内において、登録事業者から

入浴援護サービスを受けたとき、当該支給決定障害者等に対し、重度障害者入浴援護費

(支給量の範囲内のものに限る。)(以下「入浴援護費」という。)を支給する。 

２ 支給決定障害者等が登録事業者から入浴援護サービスを受けたときは、当該支給決定

障害者等は当該登録事業者に入浴援護サービスに要した費用について支払うものとする。 

３ 市長は、支給決定障害者等が当該登録事業者に支払うべき入浴援護に要した費用につ

いて当該支給決定障害者等に代わり、当該登録事業者に入浴援護費を支払うことができ

る。 

４ 前項の規定による支払があったときは、支給決定障害者等に対し入浴援護費の支給が

あったものとみなす。 

５ 入浴援護費は、一回一人当たりにつき、14,100 円から支給決定障害者等が負担する費

用負担額を控除した額とする。なお、費用負担額は次条の所得区分に基づき、別表に規



定する。 

６ 市長は、登録事業者から入浴援護費の請求があったときは、審査の上、支払うものと

する。 

７ 入浴援護の実施のために必要な水道料及び電気料については、当該登録事業者が提供

する入浴援護サービスを利用した支給決定障害者等から徴収することができる。 

８ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成 17 年法律第 123

号。以下「法」という。)の第８条から第 10 条まで、および第 12 条から第 13 条までを

準用する。この場合において、これらの規定中「市町村等」は「市長」と読み替えをす

るものとする。 

９ 災害その他特別の事情があることにより、市が入浴援護に要する費用を負担すること

が困難であると認めた支給決定障害者等が受ける入浴援護費の支給について法第 31 条を

準用し、減額・免除の手続きは川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施細則（平成 18 年３月 31 日規則第 61 号）第 13 条を準用する。 
(所得区分) 

第７条 所得区分は、支給決定障害者等の属する世帯の収入に応じて設け、所得区分の決

定は、入浴援護を申請する月の属する年の前年（入浴援護費の支給を申請する月が１月

から８月までの場合にあっては、前々年）の支給決定障害者等の属する住民基本台帳上

の同一世帯における最多納税者の所得状況により行うものとする。 

２ 市町村民税額(所得割)については、次の各号に基づいて算定するものとする。 

(１) 平成 22 年度改正前の 16 歳未満の扶養控除及び 16 歳以上 19 歳未満の特定扶養控除

を適用する。 

(２) 平成 30 年度以降、市民税賦課期日に指定都市に住所を有していた者の市町村民税

所得割額は、地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律(平成 29 年法律

第２号)第１条による改正前の地方税法に規定する標準税率(６％)を用いる。 

(支給量) 

第８条 区長は、支給決定を行う場合には、月を単位として、入浴援護費を支給する入浴

援護サービスの量(以下「支給量」という。)を定めなければならない。なお支給量は、

次の各号を上限とする。 

(１) 月６回 

(２) ６月から 10 月までの間は月８回 

(支給決定の有効期間) 

第９条 支給決定は、９月１日から翌年の８月 31 日の期間内に限り、その効力を有する。 

(申請内容及び支給決定の変更) 

第 10 条 支給決定障害者等は、支給決定の有効期間内において、当該支給決定内容の変更

及び支給決定障害者等に係る事項の変更があるときは、速やかに、その居住地を所管す

る区長に重度障害者入浴援護費支給変更申請書(第６号様式)を届け出なければならない。 



２ 区長は、前項の申請又は職権により、支給決定障害者等につき、必要があると認める

ときは、支給決定の変更の決定を行うことができる。この場合において、区長は、当該

決定に係る支給決定障害者等に対し受給者証の返還を求めるものとする。 

３ 区長は、第１項の支給決定の変更の決定を行った場合には、受給者証の返還を求める

とともに、重度障害者入浴援護費変更決定通知書(第４号様式)及び新しい受給者証を当

該支給決定障害者等へ交付するものとする。 

(支給決定の取消し) 

第 11 条 支給決定障害者等は、支給決定の有効期間内において、次の各号のいずれかに該

当するときは、重度障害者入浴援護費支給取消申請書(様式第７号)により速やかに区長

に申請しなければならない。 

(１) 支給決定に係る利用対象者が、第３条の規定に該当しなくなったとき。 

(２) 支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内に、市外に転出するとき。 

２ 区長は、前項の申請又は職権により、支給決定障害者等につき、前項の前号及び次の

号の場合、当該支給決定を取り消すことができる。 

(１) 支給決定障害者等が、正当な理由なしに第６条第８項の規定による調査に応じない

とき。 

(２) 支給決定障害者等が、第４条第１項、第５条第１項又は第 10 条第１項に規定によ

る申請に関し、虚偽の申請をしたとき。 

３ 前項の規定により支給決定の取消しを行った区長は、重度障害者入浴援護費支給取消

通知書(第５号様式)により当該支給決定障害者等に通知するとともに、受給者証の返還

を求めなければならない。 

(受給者証の再交付) 

第 12 条 区長は、受給者証を破り、汚し、又は失った支給決定障害者等から、支給決定の

有効期間内において、受給者証の再交付の申請があったときは、重度障害者入浴援護費

受給者証再交付申請書(様式８号)を、区長に提出しなければならない。 

２ 受給者証を破り、又は汚した場合の前項の申請には、同項の申請書に、その受給者証

を添えなければならない。 

３ 受給者証の再交付を受けた後、失った受給者証を発見したときは、速やかにこれを区

長に返還しなければならない。 

(登録事業者の登録等) 

第 13 条 入浴援護サービス事業を行うときは、介護保険法(平成９年法律第 123 号)に基

づく指定訪問入浴介護事業者の指定を受けている者が別に定める申請を行い、第２項に

定める登録を受けるものとする。なお、同一法人による複数の事業者が異なる場所で実

施する場合、当該法人が一の事業者として申請を行うものとする。(なお、この場合にお

いて、事業者を構成する指定訪問入浴介護事業者を「構成事業者」という。) 

２ 市長は、前項の申請があったときは、入浴援護サービスを行う者として、別に定める



基準を満たし、かつ、法第 36 条第３項４号から 13 号までに該当しないことの審査を行

い、登録事業者として登録するものとする。 

３ 市長は、前項の審査により登録事業者の登録をしたときは、登録書(第９号様式)によ

り当該登録の申請をした者に通知するものとし、前項の審査により基準を満たさない場

合には、審査結果通知書(第 10 号様式)により当該登録の申請をした者に通知するもの

とする。 

４ 登録事業者は、毎月の入浴援護サービスの実績について、別に定める一人当たりの利

用回数の上限管理を行い、翌月末までに市長あてに別に定める報告をするものとする。

なお、当該登録事業者は実際にサービスを提供した構成事業者が上限管理を行ったこと

を確認した上でとりまとめ、翌月末までに市長あてに別に定める報告をするものとする。 

５ 前項に定めるもののほか、登録事業者の変更の届出等又は報告等もしくは勧告、命令

等もしくは公示に関することは、第 46 条、第 48 条、第 49 条、第 51 条の規定を準用す

る。この場合において、これらの規定の中、「都道府県知事」「指定障害福祉サービス事

業者」「指定」とあるのを「市長」「登録事業者」「登録」と読み替えるものとする。 

(登録の更新) 

第 14 条 第 13 条第１項の登録事業者の登録は、６年ごとに更新を受けなければ、その期

間の経過によって、その効力を失う。なお、原則として、有効期間の６か月前に更新の

申請を行うものとする。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、当該登録の有効期間の満了の日までにその

申請に対する処分がされないときは、登録の有効期間の満了後もその処分がされるまで

の間は、なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、登録の更新がされたときは、その登録の有効期間は、従前の登

録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

(登録事業者の責務) 

第 15 条 登録事業者は、入浴援護サービスの事業を運営するためには、別に定める基準を

遵守しなくてはならない。 

２ 登録事業者は、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

障害者等の意思決定の支援に配慮するとともに、川崎市、公共職業安定所その他の職業

リハビリテーションの措置を実施する機関、教育機関その他の関係機関との緊密な連携

を図りつつ、入浴援護サービスを当該障害者等の意向、適性、障害の特性その他の事情

に応じ、常に障害者等の立場に立って効果的に行うように努めなければならない。 

３ 登録事業者は、その提供する入浴援護サービスの質の評価を行うことその他の措置を

講ずることにより、入浴援護サービスの質の向上に努めなければならない。 

４ 登録事業者は、障害者等の人格を尊重するとともに、法又は法に基づく命令を遵守し、

障害者等のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

 



(入浴援護サービスの廃止等) 

第 16 条 登録事業者は、第 13 条第５項の規定による事業の廃止又は休止の届出をしたと

きは、当該届出の日前１月以内に当該入浴援護サービスを受けていた者であって、当該

事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該入浴援護サービスに相当するサー

ビスの提供を希望する者に対し、必要な入浴援護サービスが継続的に提供されるよう、

他の入浴援護サービス事業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなけ

ればならない。 

(登録の取消し等) 

第 17 条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、登録事業者に係る第

13 条第１項の登録を取り消し、又は期間を定めてその登録の全部若しくは一部の効力を

停止することができる。 

(１) 登録事業者が、申請者が介護保険法(平成 9 年法律第 123 号)に基づく指定訪問入浴

介護事業者の指定を取り消されたとき。 

(２) 登録事業者が、第 15 条の責務を満たしていないと認められるとき。 

(３) 入浴援護給付費の請求に関し不正があったとき。 

(４) 登録事業者が、第 13 条第５項の規定により報告又は帳簿書類その他の物件の提出

若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

(５) 登録事業者又は当該登録に係るサービス事業者の従業者が、第 13 条第６項の規定

により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若

しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した

とき。ただし、当該登録に係るサービス事業者の従業者がその行為をした場合におい

て、その行為を防止するため、当該登録事業者が相当の注意及び監督を尽くしたとき

を除く。 

(６) 登録事業者が、不正の手段により第 13 条第１項の登録を受けたとき。 

(７) 前各号に掲げる場合のほか、登録事業者が、法及びその他国民の保健医療若しくは

福祉に関する法律で障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施

行令(平成 18 年政令第 10 号。以下「政令」という。)で定めるもの又はこれらの法律

に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

(８) 前各号に掲げる場合のほか、登録事業者が、入浴援護サービスに関し不正又は著し

く不当な行為をしたとき。 

(業務管理体制の整備等) 

第 18 条 登録事業者は、第 15 条第４項に規定する義務の履行が確保されるよう、業務管

理体制を整備しなければならない。 

(審査請求) 

第 19 条 入浴援護費等に係る処分を受けた利用対象者は、当該処分に不服があるときは、

市長に対して審査請求をすることができる。 



２ 前項の審査請求は、時効の中断に関しては、裁判上の請求とみなす。 

(委任) 

第 20 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、健康福祉局長が定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、昭和 54 年 11 月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成５年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 10 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 12 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 13 年１月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 13 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 16 年７月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。 

   

   附 則 



 (施行期日) 

１ この要綱は、平成 18 年 10 月１日から施行する。 

 

附 則 

 (施行期日) 

１ この改正要綱は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 (経過措置) 

２ 平成 20 年４月１日において改正前の要綱により援護の決定を受けている者について、

「市民税(均等割)課税世帯のうち、最多納税者の市民税額が 46 万円以上の場合」に該当

する場合は、第７条に規定する期間更新までの間、「市民税(均等割)課税世帯のうち、最

多納税者の市民税額が 23 万 5 千円以上 46 万円未満の場合」の援護決定障害者等とみな

す。 

３ 改正前の要綱の規定により調整した帳票で現に残存するものについては、当分の間、

必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 24 年７月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 26 年８月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正要綱は、平成 30 年７月１日から施行する。 

 



附 則 

(施行期日) 

１ この改正要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正前の要綱の規定により調整した帳票で現に残存するものについては、当分の間、

必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

 

附 則 

この改正要綱は、令和元年 10 月 17 日から施行し、令和元年 10 月１日から適用する。 

 

附 則 

この改正要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の要綱の規定により調整した様式を現に使用又は交付している場合は、当分の

間、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

 

附 則 

 (施行期日) 

１ この改正要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 (経過措置) 

２ 令和７年４月１日において改正前の要綱により援護の決定を受けている者について、

「市民税(均等割)課税世帯のうち、最多納税者の市民税額が 46 万円以上の場合」に該当

する場合は令和７年４月１日以降に受けた入浴援護サービスから改正後の要綱に規定

する費用負担額を適用する。ただし、令和７年３月３１日以前に受けた入浴援護サービ

スの費用負担額についてはなお、従前の例による。 

３ 改正前の要綱の規定により調整した帳票で現に残存するものについては、当分の間、

必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

 

  



別 表(第 6 条第 5 項関係) 
 
 費用負担額区分表  

支給決定障害者等が属する住民基本台帳上の世帯の状況 
費用負担額 
(１回当たり) 

生活保護世帯 0 円 
市民税(均等割)非課税世帯  
 本人(児童の場合は保護者)の収入額が 80 万円未満の場合 0 円 

本人(児童の場合は保護者)の収入額が 80 万円を超える場合 0 円 
市民税課税世帯  
 最多納税者の市民税額(均等割及び所得割)が 3 万 3 千円未満の場合 100 円 

最多納税者の市民税額(所得割)が 3 万 3 千円以上 23 万 5 千円未満の場

合 
200 円 

最多納税者の市民税額(所得割)が 23 万 5 千円以上 46 万円未満の場合 400 円 
最多納税者の市民税額(所得割)が 46 万円以上の場合 1,400 円 

 
 
 

 


